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あらまし：本稿は，高等教育機関におけるインスティテューショナル・リサーチ（IR）において，学外連

携が組織レジリエンス強化に果たす役割を実証的に検討する．A 大学の組織変革事例では，データ形式変

更による危機的状況が発生したが，教育システム情報学会等で構築した学外インスティテューショナル・

リサーチャーネットワークを活用することで課題を克服した．本研究は，「設計されたセレンディピティ」

概念の実証，組織レジリエンス理論の学外拡張モデルの提示という理論的貢献を提供し，インスティテュ

ーショナル・リサーチャーの職能開発における学外ネットワーク構築の戦略的重要性を明らかにした． 
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1. はじめに 

教育システム情報学会において，今回我々は，初

めて企画セッション「インスティテューショナル・

リサーチ（IR）におけるデータ駆動型意思決定の進

化：教学マネジメントとデータサイエンスの融合」

を提案した．本セッションは，教学マネジメントに

おけるデータサイエンスの活用，機械学習を活用し

た学生支援モデルの構築，教学 IRにおけるビッグデ

ータ分析の実践事例などを重要な議論対象とし，IR

の高度化に向けた方法論の確立と，データサイエン

スを活用した教学マネジメントの新たな可能性を探

求することを目的としている． 

日本の高等教育機関における IR は，1991 年の大

学設置基準の大綱化をきっかけとして導入が始まり
(1)，2012 年の報告書(2)，2018 年の「2040 年に向けた

高等教育のグランドデザイン」(3)，2020 年の「教学

マネジメント指針」を経て発展してきた．現在，

Society 5.0 時代(4)を迎え，教育情報システムと IRの

役割は，単なる知識の習得から，その活用方法や新

たな知識の創造を支援することへと変化している． 

一方で，IRの研究には特有の困難が存在する．各

大学固有の問題や文脈が多く含まれることから一般

化が困難であり，学生のプライバシーや機関の機密

情報を取り扱うという倫理的制約により，詳細な内

容や具体的なデータを公開することが制限される場

合が多い．さらに，このような制約により，論文と

いう形で研究成果を残すことすら困難な状況もある．

本研究においても，守秘義務や倫理的配慮により，

事例の詳細については限定的な記述にとどめざるを

得ない． 

本研究は，我々が先行研究において提示した

「Abduction-Driven Management Faculty(5)」概念の実

践的検証を目的とする．具体的には，高等教育機関

におけるインスティテューショナル・リサーチャー

が管理領域と学術領域の境界を横断する境界横断者

（バウンダリー・スパナー）として機能し，学外連

携を通じて組織レジリエンスを強化する過程を，A

大学の統合事例を通じて実証的に検討する． 

 

2. 理論的枠組み 

我々は先行研究において，教育と情報学を融合し

た学際的分野である「Eduinformatics」を提唱し(6)，

IRにおける実践と理論を架橋する「IR哲学」の概念

を提示してきた．Management Faculty は管理領域と

学術領域の境界を横断する境界横断者（バウンダリ

ー・スパナー）として機能し，アブダクション・抽

象度・緊急度マトリックス（ABDU-M）フレームワ

ークを活用することで，複雑な教育データの分析や

仮説構築の一助となることが考えられる．また，「設

計されたセレンディピティ」の概念を活用し，国際

会議やシンポジウムへの積極的参加を通じて，多様

な視点から創造的洞察を生成する環境を創出するこ

とが重要である． 

組織レジリエンスについて，ゾッリ・ヒーリー

（2013）は「極度の状況変化に直面したとき，基本

的な目的と健全性を維持する能力」と定義している
(7)．大須賀らの研究では，中京学院大学における教

学 IR組織が危機的状況下においても「健全性」と「対

応力」を維持することが示された(8)．本研究では，

この理論を学内完結型から学外連携型へと拡張する． 

我々が提唱する「Significant Other Groups（SOGs）」
(9)は，利害関係を超えた「高等教育発展を志向する

参加者」として定義される．学外インスティテュー

ショナル・リサーチャーネットワークは，個々の大
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学では解決困難な課題に対する創造的解決策を生み

出す触媒として機能する． 

 

3. 事例研究：組織変革におけるデータ処理危

機への対応 

A 大学において，大規模な組織変革に伴い，毎年

定期的に実施している学内データの受取・加工・シ

ステム投入業務で深刻な問題が発生した．組織変革

により入力データ形式と出力先システムの両方が従

来とは完全に異なる仕様となり，従来の業務手順で

は全く対応できない状況となった． 

具体的困難として，受け取りデータが従来のフォ

ーマットから新しい組織構造を反映した新フォーマ

ットに変更され，投入先システムも組織変革を機に

導入された新システムで全く異なる仕様となった．

年度の重要な節目での実施のため失敗が許されず，

データの精度確保と処理時間短縮という相反する要

求を同時に満たす必要があった．学内の既存リソー

スだけでは，技術的専門知識の不足，人的リソース

の限界により，解決の糸口を見つけることが困難で

あった． 

この危機的状況において，筆者らが様々な学外活

動の参加を通じて構築した学外インスティテューシ

ョナル・リサーチャーネットワークが威力を発揮し

た．類似の組織変革経験を持つ他大学インスティテ

ューショナル・リサーチャー，データ処理技術の専

門知識を持つ学外研究者，システム刷新の経験豊富

な実務家との協働により，創造的解決策を生み出し

た．これらの学外メンバーが SOGs として，自機関

の利益を超えて純粋に問題解決を支援した結果，危

機的状況から迅速に回復し，変革前を上回るデータ

処理能力を獲得した． 

 

4. 考察と示唆 

本事例研究は重要な理論的貢献を提供する．第一

に，「設計されたセレンディピティ(10)」概念(11)の実

証である．継続的な外部関与により「設計」された

ネットワークが，予期せぬ危機において決定的な解

決力を発揮した．第二に，組織レジリエンス理論の

学外拡張モデルの成功例として，学外 SOGs との連

携により単一組織の能力を大幅に超える問題解決力

を実現した．第三に，SOGs による知識ネットワー

ク拡大の実践的検証である． 

インスティテューショナル・リサーチャーの職能

開発においては，学外でのネットワーク構築と知識

交流が組織的価値を持つことが実証された．学会・

研究会への参加は将来の危機対応における戦略的投

資として位置づけるべきであり，クロス・インステ

ィテューショナルな協働能力の必要性も明確になっ

た．特に，組織変革や技術刷新といった予期しない

状況変化に対して，学内リソースのみでは限界があ

ることが示された． 

本研究は教育システム情報学会に対して，IR とデ

ータサイエンス融合の実践モデル提示，組織レジリ

エンスと IR の交差領域開拓，理論と実践を架橋する

事例研究の価値実証という貢献を提供する．また，

IR の研究における倫理的制約や機密性の問題を抱

えながらも，学術的価値のある知見を導出する方法

論の一例を示している． 
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